
解 説

会計

国際会計基準審議会（IASB）は、

2009年４月に2009年IFRSs改訂（Im-

provementstoIFRSs2009）を公表

した。年次改訂プロジェクト（An-

nualImprovementsProject）では、

緊急性はないが、必要な基準改訂を

年次サイクルで実施するものであり、

すべての基準及び解釈指針が改訂対

象となる。公開草案が毎年第３四半

期（８月頃）に公表され、90日間の

コメント期間とボードでの再討議を

経て翌年４月に最終改訂が公表され

る。発効日は原則として、翌々年１

月１日に開始する事業年度である。

2009年年次改訂の公表により、２回

目の年次改訂プロジェクトサイクル

が完了した。

年次改訂に含まれている改訂は、

IFRIC（国際財務報告解釈委員会）

に持ち込まれた質問をきっかけとし

たものが多い。例えば、今回のIAS第

18号の改訂のように、IFRICでアジェ

ンダクライテリアを検討した結果、

解釈指針で対応するよりも基準改訂

で対応すべきと判断された論点であ

る。

筆者は、IASBの研究員（テクニ

カルスタッフ）としてIFRIC関連プ

ロジェクト及び年次改訂プロジェク

トに従事している。文中の意見にわ

たる部分は筆者の見解であることを

あらかじめお断りしておく。

2009年IFRSs改訂は、12個の基準・

解釈指針に対して15個の改訂を含む。

改訂内容のテーマを表形式で要約した。

なお、このほかにIAS第39号に関
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はじめに 改訂テーマ
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2009年IFRSs改訂
（ImprovementstoIFRSs2009）

IFRSs 改訂テーマ 発効日

IFRS第２号 株式報

酬

IFRS第２号とIFRS第３号

（2008年）の適用範囲

2009年７月１日以降に開始す

る事業年度より適用。IFRS第

３号（2008年）を早期適用す

る場合には、本改訂も早期適

用しなければならない。

IFRS第５号 売却目

的で保有する非流動

資産及び廃止事業

売却目的で保有する非流動

資産（若しくは処分グルー

プ）及び廃止事業の開示

2010年１月１日以降に開始す

る事業年度より将来的に適用。

開示を条件に早期適用可。

IFRS第８号 事業セ

グメント

セグメント資産に関する情

報の開示

2010年１月１日以降に開始す

る事業年度より適用。開示を

条件に早期適用可。

IAS第１号 財務諸

表の表示

転換権付金融商品の流動・

非流動分類

2010年１月１日以降に開始す

る事業年度より適用。開示を

条件に早期適用可。

IAS第７号 キャッ

シュ・フロー計算書

未認識資産に係る支出の分

類

2010年１月１日以降に開始す

る事業年度より適用。開示を

条件に早期適用可。

IAS第17号 リース 土地建物のリースに関する

分類

2010年１月１日以降に開始す

る事業年度より適用。開示を

条件に早期適用可。

改訂の結果としてファイナン

スリースとして分類されれば、

必要情報が入手可能である限

り遡及適用する。
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連する２つの改訂案が2008年８月に

公表されたIFRSs改訂公開草案に含

まれていたが、今回の最終改訂には

含まれていない。

以下、改訂内容及び背景を紹介する。

改訂内容：共通支配下取引及びジョ

イントベンチャー組成時における事

業の拠出は、IFRS第３号（2008年）

適用対象外ではあるものの、いずれ

もIFRS第２号の適用対象から除か

れることが明確になった。

改訂の目的：基準間（IFRS第２号

とIFRS第３号）の適用範囲の整合

性を図るための改訂である。

改訂の背景：IFRS第２号は、企業

結合で取得する純資産の一部として

財貨を取得する取引に適用されては

ならないとしている。IFRS第３号

（2008年）で企業結合の定義が変更

になったことを受けて、ジョイント

ベンチャー組成時に発行される株式

と交換して拠出される事業が、IFRS

第２号の適用範囲内にあるか否かが

問題となった。また、共通支配下取

引は、どの段階のグループ企業が結

合を評価するかにより、IFRS第２

号の適用範囲内にある可能性が生じ

る。ボードは、IFRS第３号の改訂

時に、このような影響を考慮してい

なかったため、今回の改訂により適

用範囲を明確化した。

改訂内容：売却目的で保有する非流

動資産（若しくは処分グループ）及

び廃止事業に関して要求される開示

の範囲を明示した。IFRS第５号以外

のIFRSsによる開示要求は、下記例

外を除いて売却目的の非流動資産

（若しくは処分グループ）及び廃止

事業には適用されないことを明示した。

１．売却目的の非流動資産（若し

くは処分グループ）に特定して

適用される開示事項

２．IFRS第５号による測定要求

の適用範囲外にある処分グルー

プ中の資産負債の測定に係る開

示で、ほかの財務諸表注記で明

らかになっていない事項

売却目的の非流動資産（若しくは

処分グループ）及び廃止事業に関し

て追加で開示をする場合には、IAS

第１号の一般要求（特に、適正表示

と重要性）を勘案するとした。

改訂の目的：基準間（IFRS第５号と

各基準）の開示要求の整合性を図る

ための改訂である。

改訂の背景：売却目的で保有する非

流動資産（若しくは処分グループ）

及び廃止事業に関して、IFRS第５号

が係る資産につき網羅的な開示要求

を示していると理解する者もいれば、

一方で、各基準の開示要請が係る資

産にも適用されると理解する者もい

た。処分予定の資産等に関する情報
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IFRS第２号－IFRS第２

号とIFRS第３号（2008

年）の適用範囲

IFRS第５号－売却目的

で保有する非流動資産

（若しくは処分グループ）

及び廃止事業の開示

IAS第18号 収益 企業が本人（principal）

として若しくは代理人

（agent）として行動して

いるかに関する決定

該当なし

IAS第36号 資産の

減損

のれん減損テストに際し

ての単位

2010年１月１日以降に開始する

事業年度より将来的に適用。開

示を条件に早期適用可。

IAS第38号 無形資

産

IFRS第３号（2008年）か

ら生じる追加の派生改訂

2009年７月１日以降に開始する

事業年度より将来的に適用。

IFRS第３号（2008年）を早期

適用する場合には、本改訂も早

期適用しなければならない。

企業結合で取得した無形

資産の公正価値測定

2009年７月１日以降に開始する

事業年度より将来的に適用。開

示を条件に早期適用可。

IAS第39号 金融商

品：認識及び測定

ローン期限前償還違約金

を主契約に密接に関連す

る組込デリバティブとす

る取扱い

2010年１月１日以降に開始する

事業年度より適用。開示を条件

に早期適用可。

企業結合契約の適用範囲

除外

2010年１月１日以降に開始する

事業年度よりすべての期間満了

前の契約につき将来的に適用。

開示を条件に早期適用可。

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ会計

2010年１月１日以降に開始する

事業年度よりすべての期間満了

前の契約につき将来的に適用。

開示を条件に早期適用可。

IFRIC第９号 組込

デリバティブの再査

定

IFRIC第９号とIFRS第３

号（2008年）の適用範囲

2009年７月１日以降に開始する

事業年度より将来的に適用。

IFRS第３号（2008年）を早期

適用する場合には、本改訂も早

期適用しなければならない。

IFRIC第16号 在外

営業活動体に対する

純投資のヘッジ

ヘッジ手段保有可能企業

に係る制約に関する改訂

2009年７月１日以降に開始する

事業年度より適用。開示を条件

に早期適用可。
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を提供する目的は、財務諸表の利用

者が処分等の財務的影響を評価でき

るようにするため、すなわち、将来

キャッシュ・フローの時期、金額及

び不確実性を評価するときの一助に

なるためである。よって、原則とし

て、IFRS第５号以外の開示要求は、

売却目的の非流動資産（若しくは処

分グループ）及び廃止事業には適用

されないこととした。

改訂内容：総資産に関するセグメン

ト情報は、かかる情報が最高経営意

思決定者に定期的に報告されている

ときに限り、開示が要求されること

が明らかにされた。

改訂の目的：IFRS（IFRS第８号）と

米国会計基準（SFAS第131号）の整

合性を図るための改訂である。

改訂の背景：改訂前のIFRS第８号

「結論の背景」は、セグメント資産

に関する情報の開示はセグメント損

益の開示と同様に必須の情報として

いた。米国会計基準における実務と

の不整合が指摘されたことから、総

資産に関するセグメント情報は、か

かる情報が最高経営意思決定者に定

期的に報告されているときに限り、

開示が要求されることが明らかにさ

れた。改訂前のIFRS第８号による開

示要求（第23項）と測定要求（第25

項）の関係が必ずしも明確でなかっ

たため、基準の文言を明確にした。

なお、英国出身のボードメンバーで

あるスティーブン・クーパー氏が本

改訂に反対した。

改訂内容：転換権付金融商品の負債

部分に関する流動・非流動分類は、

資本性商品（株式など）発行による

負債決済の条件に左右されないこと

が明らかにされた。

改訂の目的：基準（IAS第１号）と

フレームワークの間の整合性を図る

ための改訂である。

改訂の背景：IAS第１号は、12か月

以内に決済される負債は流動区分で

あるとしている。フレームワークに

よれば、負債の資本への転換は決済

の一部であるとしている。その結果、

転換権付金融負債の保有者がいつで

も転換権を行使できるのであれば、

その負債部分は流動負債として分類

されることとなる。しかしながら、

フレームワーク及びIAS第１号は、

企業の流動性と支払能力に関する情

報が財務諸表利用者に有益であると

しており、流動性と支払能力は現金

の利用可能性と関連付けられている。

株式発行による負債の資本転換は、

現金の流出を伴わない。したがって、

転換権付金融商品の負債部分に関す

る流動・非流動分類は、株式発行に

よる負債決済に左右されないことが

明らかにされた。

改訂内容：資産の認識を伴う支出の

みが投資活動によるキャッシュ・フ

ローとして分類されることを明示した。

改訂の目的：基準間の整合性（IAS

第７号とIFRS第６号）を図るための

改訂である。

改訂の背景：財政状態計算書上で資

産として認識されていない支出であ

るものの、将来キャッシュ・フロー

を生み出す目的たる支出である場合、

キャッシュ・フロー計算書における

かかるキャッシュ・フローの分類が

実務上まちまちであることが、

IFRICよりボードへ報告された。こ

のような支出を営業活動キャッシュ・

フローとして処理する者もいれば、

投資活動キャッシュ・フローとする

者もいる。このような支出の例は、

鉱物資源の探査及び評価活動に関す

る支出であり、IFRS第６号「鉱物

資源の探査及び評価」によれば、会

計方針に準拠することを条件に資産

若しくは費用として認識することが

できる。広告宣伝費、研修費用、研

究開発費に関する支出についても同

様の問題が生じる可能性がある。そ

こで、財政状態計算書上で資産の認

識を伴う支出のみが、キャッシュ・

フロー計算書上で投資活動キャッシュ・

フローとして分類されることがIAS

第７号で明確化された。また、IFRS

第６号「結論の背景」において、会

計方針に準拠することを条件とする

鉱物資源の探査及び評価活動に関す

る支出の資産計上は、あくまで認識

測定に限定して適用される措置であ

り、キャッシュ・フロー計算書にお

けるキャッシュ・フロー分類には適

用されないことが明確化された。

改訂内容：無限の経済的耐用年数を

通常有する土地のリースは、リース

期間の終了時に所有権が借手に移転

しない限りオペレーティング・リー

スとして分類される、とする第14項

が削除された。リースが土地と建物

の双方を含む場合には、土地が無限

の経済的耐用年数を通常有するとい

う事実を考慮に入れて、企業はIAS

第17号第７項から第13項に準拠して

それぞれの分類を決定するべきとし

た。
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IFRS第８号－セグメント

資産に関する情報の開示

IAS第１号－転換権付金

融商品の流動･非流動分類

IAS第７号－未認識資産

に係る支出の分類

IAS第17号－土地建物の

リースに関する分類
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改訂の目的：基準内の整合性を図る

ため。

改訂の背景：土地建物の長期リース

につき、全般的リース分類基準（第

７項から第13項）と個別的リース分

類基準（第14項及び第15項）の不整

合性がみられた。ボードは、個別的

リース分類基準は、取引の本質を反

映しないと判断した。すなわち、長

期のリース期間による土地のリース

は、リース期間の終了時に所有権が

借手に移転しない場合でも、ファイ

ナンスリースとして分類される可能

性がある。なぜならば、かかるリー

ス契約では、実質的にすべてのリス

クと便益が借手に移転しており、リー

ス資産の残余価値の現在価値は無視

できる程度に少額であると想定でき

るためである。なお、米国出身のボー

ドメンバーであるジム・ライゼンリ

ング氏が本改訂に反対した。

改訂内容：企業が物品の販売若しく

は役務の提供に伴う著しいリスクと

便益にさらされている場合に、当該

企業は本人として行動していること

になる、という点が付録（Appen-

dix）にて明示された。この付録は、

企業が本人若しくは代理人として行

動しているかを決定する際に、考慮

されるべき幾つかの指標を例示して

いる。

IAS第18号第８項の規定は、「収

益は、企業が自己の計算により受領

し、又は受領し得る経済的便益の総

流入だけを含む。代理の関係にある

場合、経済的便益の総流入は、本人

当事者のために回収した金額で企業

の持分の増加をもたらさない金額を

含んでいる。本人当事者のために回

収した金額は収益ではない。その代

わり、この場合には、手数料の額が

収益となる。」としている。企業が

本人若しくは代理人として行動して

いるかに関する決定は、すべての事

実関係と状況を考慮して判断が求め

られる。

企業が物品販売と役務提供に関連

して著しいリスクと便益にさらされ

ているとき（exposuretothesignifi-

cantrisksandrewards）、企業は本

人として行動している。

本人として行動していることを示

す指標の例示は、下記のとおりである。

一方で、企業が物品販売と役務提

供に関連して著しいリスクと便益に

さらされていないのであれば、企業

は代理人として行動していることと

なる。指標例としては、取引ごとに

一定額（afixedfeepertransaction）

若しくは顧客請求金額の一定割合

会計・監査ジャーナル No.648 JUL.200968

IAS第18号－企業が本人

（principal）として若しくは

代理人（agent）として行

動しているかに関する決定

・ 企業は物品及び役務の顧客へ

の提供や注文の履行につき、主

たる責任（primaryresponsibil-

ity）を負っている。例えば、

顧客から発注された製品及び役

務の引受責任を負っている。

・ 顧客注文の前後で、発送時及

び返品時に在庫リスク（inven-

toryrisk）を負っている。

・ 企業は、直接的若しくは間接

的に（例えば、顧客に対して追加

の物品及び役務の提供をするな

ど）価格決定の裁量（latitudein

establishingprices）を有してい

る。

・ 企業は、顧客に対する債権金

額につき顧客信用リスク（cus-

tomer・screditrisk）を負ってい

る。
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（astatedpercentageoftheamount

billedtothecustomer）というよう

に、企業が稼得する金額が事前に決

まっていること（theamounttheen-

tityearnsispredetermined）が挙げ

られている。

改訂内容：のれんが配分される資金

生成単位若しくは資金生成単位グルー

プのそれぞれは、IFRS第８号第12項

に定める集約基準適用前の事業セグ

メントよりも大きいものであっては

ならないことが明示された。

改訂の目的：基準間（IAS第36号と

IFRS第８号）の関係の整理。

改訂の背景：IAS第36号第80項によ

れば、のれん減損テストの目的上、

企業結合により取得したのれんは、

取得日以降、取得企業の資金生成単

位又は資金生成グループで、企業結

合のシナジーから便益を得ることが

期待されるものに配分しなければな

らない、としている。のれんが配分

される当該資金生成単位若しくは資

金生成単位グループのそれぞれは、

�のれんが内部管理目的で監視され

ている、企業における最小の単位を

示すものでなければならず、及び、

�IFRS第８号「事業セグメント」に

従って決定された事業セグメントよ

りも大きいものであってはならない、

としている。この事業セグメントの

理解に関し、IFRS第８号第12項に定

める集約基準適用前若しくは適用後

のいずれかで、実務でばらつきが生

じていた。ボードは、類似した経済

的特徴を持つ複数の事業セグメント

が、IFRS第８号のセグメント集約基

準を満たすからといって、企業結合

シナジーから便益を得ることが期待

される資金生成単位グループに自動

的に帰結するわけではないとした。

同様に、集約された事業セグメント

が、経済的に独立した事業活動を必

ずしも表現するわけではないとした。

そこで、のれんが配分される資金生

成単位若しくは資金生成単位グルー

プのそれぞれは、IFRS第８号第12項

に定める集約基準適用前の事業セグ

メントよりも大きいものであっては

ならないことが明示された。

改訂内容：企業結合で取得した無形

資産が分離可能であるが、関連する

契約と認識可能な資産負債と一体と

してしか分離可能ではない場合があ

る。この場合、関連する項目と一体

として、無形資産がのれんから区分

して認識されることとなった。また、

同様の耐用年数を有する相互補完的

な無形資産は、まとめて１つの資産

として認識してもよいとされた。

改訂の背景：企業結合に際して取得

される無形資産に関するIAS第38号

のガイダンスが、IFRS第３号（2008

年）に含まれるガイダンスの派生結

果として改訂された。

改訂内容：企業結合で取得した無形

資産の公正価値を測定する際、活発

な市場が存在しない場合、企業で共

通して使用されている価値測定手法

の詳細が明らかにされた。

改訂内容：組み込まれた期限前償還

オプションの行使価格により、貸手

が主契約の残存期間分の逸失利息の

現在価値とほぼ同額の補償を受ける

場合、貸付け若しくは保険主契約に

組み込まれた期限前償還オプション

の経済的特徴及びリスクは主契約と

密接に関連しており、組込デリバティ

ブは主契約から分離されないことと

なった。

改訂の背景：ボードは、組込デリバ

ティブが主契約と密接に関連するか

どうかに関して、基準内部（IAS第

39号）の明白な不整合を認識した。

その不整合は、組み込まれた期限前

償還オプションの行使価格により、

貸手が主契約の残存期間分の逸失利

息の現在価値とほぼ同額の補償を受

ける場合に生じていたとされた。

改訂内容：IAS第39号第２項�に定

める適用免除規定は、将来の一定日

に売手企業の売買により企業結合に

帰結するような取得企業と売手企業

株主との間のフォワード契約に限定

されることが明らかにされた。フォ

ワード契約の条件は、取引完了に通

常要する期間を超えてはならないと

した。

改訂の背景：IAS第39号第２項�に

定める適用免除規定に関して実務上

のばらつきが生じていたと、IFRIC

よりボードに報告があった。ボード

は、当該適用免除規定は将来の一定

日に売手企業の売買により企業結合

に帰結するような取得企業と、売手

企業株主との間のフォワード契約に

限定されるべきであり、オプション

行使により企業の支配権に帰結する

ようなオプション契約に適用される

べきではないとした。当該免除規定
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密接に関連する組込デリ

バティブとする取扱い

IAS第39号－企業結合契

約の適用範囲除外



会計

の趣旨は、完了が確約された企業結

合契約からIAS第39号の規定を免除

することにある。企業が企業結合を

開始すれば、IFRS第３号の規定に準

拠することとなる。企業結合の完了

がいずれの当事者の更なる行為（fur-

theractions）にも依拠していない場

合で、取引完了に通常要する時間の

経過を待つだけであれば、本免除規

定が適用される。オプション契約は、

一方の当事者が将来事象の発生若し

くは非発生を支配することを許すこ

とから、本免除規定対象外とされた。

改訂内容：ヘッジ商品に係る損益は、

ヘッジ対象となる予想キャッシュ・

フローが損益に影響する期間におい

て、資本から損益に組み替えなけれ

ばならないことが明らかにされた。

改訂の背景：IAS第39号第97号の文

言が、ボードの意図であるヘッジ会

計の組替調整（reclassificationad-

justments）を正しく反映するように

修正された。

改訂内容：IFRS第３号（2008年）で

定義された企業結合、ジョイントベ

ンチャー組成、共通支配下取引で取

得された契約における組込デリバティ

ブが、依然として、IFRIC第９号の

適用除外であることを明らかにした。

改訂の背景：ボードは、IFRS第３号

の改訂時に、IFRIC第９号に与える

影響を検討していなかったため、今

回の改訂により適用範囲を明確化し

た。

改訂内容：ヘッジ対象となっている

在外営業活動体自体がヘッジ手段を

保有してはならないとする制限が削

除された。したがって、IAS第39号

とIFRIC第16号に定めるヘッジ要件

を満たす限り、企業グループは、在

外営業活動体自体が保有する金融商

品をヘッジ手段として指定し、当該

在外営業活動体に対する純投資をヘッ

ジできる。

改訂の背景：改訂前のIFRIC第16号

第14項は、ヘッジ対象となっている

在外営業活動体自体がヘッジ手段を

保有してはならないと制限していた。

「結論の背景」において、ヘッジ対

象となる在外営業活動体自体がヘッ

ジ手段を保有している場合、親会社

の機能通貨、ヘッジ手段、純投資の

機能通貨の間に生じる為替差額は、

連結手続を通じて、自動的にグルー

プの為替換算調整勘定（資本）で相

殺されることになるとしていた。

IFRIC第16号が公表された後、実務

への適用において、ヘッジ手段がデ

リバティブである場合にはこの結論

は該当しないことが判明した。ヘッ

ジ手段がデリバティブ以外の場合で

も、この結論が該当しないケースが

あり得ることから、ボードは、ヘッ

ジ対象となっている在外営業活動体

自体がヘッジ手段を保有してはなら

ないとする制限を、ヘッジ手段の種

類にかかわらず削除することとした。
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フロー・ヘッジ会計

IFRIC第９号－IFRIC第９

号とIFRS第３号（2008年）

の適用範囲

IFRIC第16号－ヘッジ手

段保有可能企業に係る制

約に関する改訂
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